
 

「児童虐待防止対策の強化に向けた緊急総合対策」の更なる強化・徹底について」において

打ち出されている事項（抜粋） 
 
１ 児童相談所及び学校における子どもの緊急安全確認等 

○ 児童相談所において、在宅で指導している全ての虐待ケースについて、１か月以内に緊急的

に安全確認すること 
○ 全国の公立小中学校・教育委員会等において、今回のような虐待が疑われるケースについて、

1か月で緊急点検すること 
○ 家庭復帰の際には、その条件として、あらかじめ家庭訪問の頻度や通所指導の頻度を示すな

ど、安全を確認することを保護者に提示し、それに基づき指導すること 
○ 保護者が虐待を認めない場合、家庭訪問や子どもと会うことを拒む場合や転居を繰り返す等

関係機関との関わりを避ける場合等はリスクが高いものと認識すること。この際、躊躇なく一

時保護、立入調査を行う等的確な対応をとること 
２ 新たなルールの設定 

○ 要保護児童等の情報の取扱いについて、以下の新たなルールを設定すること 
・保護者に虐待を告知する際には子どもの安全を第一とするとともに、通告者保護の観点から、

通告元は明かせない旨を保護者に伝えることを徹底すること 
・子どもの安全が確保されない限り、子どもからの虐待の申し出等の情報元を保護者に伝えな

いこと。学校、教育委員会等において保護者から求めがあった場合、児童相談所等と連携し

ながら対応すること 
○ 児童相談所、学校、警察等の連携について、以下の新たなルールを設定すること 
・学校、教育委員会等による虐待通告等の対応に関し、保護者による威圧的な要求や暴力の行

使等が予想される場合、学校、教育委員会等は児童相談所や警察等の関係機関と速やかに情

報共有し、連携して対応すること 
・要保護児童等について、学校の欠席が続く場合等には、速やかに児童相談所等へ情報提供等

を行うこと。これを踏まえて児童相談所等は連携して必要な対応を行うこと 
３ 児童相談所、市町村、学校及び教育委員会の抜本的な体制強化 

○ 児童相談所の体制強化及び職員の資質の向上を図るための児童福祉法等の改正法案の今国会

への提出に向けて取り組むこと 
○ 学校や教育委員会において、児童相談所及び警察と虐待ケースの対応マニュアルを共有する

とともに、学校長、管理職に対して実践的な研修に取り組むことにより、虐待発見後の対応能

力の抜本的強化を図ること 
○ 児童相談所や市町村が支援を行っている家庭が転居した際の引継ぎを徹底すること 
○ 親権者等の意に反する場合の施設入所等措置（児童福祉法第 28条措置）や親権停止・喪失の
申立て等について、適切な運用を促すこと 
○ 関係機関が連携して対応する好事例の全国展開を図ること 
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